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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成２７年７月２９日（平成２７年（行情）諮問第４６７号） 

答申日：平成２８年９月５日（平成２８年度（行情）答申第２７６号） 

事件名：「民間輸送力（船舶）の活用方法に関する検討調査 調査研究報告書」

の開示決定に関する件（文書の特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

  「「民間輸送力（船舶）の活用手法に関する検討調査」。＊電磁的記録

が存在する場合，その履歴情報も含む。」（以下「本件請求文書」という。）

の開示請求につき，「民間輸送力（船舶）の活用方法に関する検討調査 調

査研究報告書（２０１５年３月１３日。防衛省・統合幕僚監部）（表紙及

び目次）」（以下「本件対象文書」という。）を特定し，開示した決定に

ついては，本件対象文書を特定したことは，妥当である。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２７年５月１３日付け防官文第７

８９９号により防衛大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行

った開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 異議申立ての理由 

異議申立人の主張する異議申立ての理由は，異議申立書及び意見書１な

いし３の記載によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）本件対象文書につき，本件開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイ

ル形式以外の電磁的記録形式が存在すれば，それについても特定を求め

る。 

     この点については，諮問庁が情報公開請求に対して繰り返し隠ぺいを

行っていることから，情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」

という。）において直接確認することを求める。 

（２）本件対象文書の電磁的記録がＷｏｒｄ等で作成されたものであれば，

その履歴情報ないし変更履歴が残されている場合があり，これについて

も組織共有文書に該当するので，その特定を求める。実際，諮問庁は，

過去に行った開示決定において，Ｗｏｒｄ等で作成された，履歴情報を

含む電磁的記録を開示したことがある。 

     この点については，審査会において直接確認することを求める。 

（３）特定されたＰＤＦファイルが本件対象文書の全ての内容を複写したも
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のであるかの確認を求める。                   

（４）本件対象文書に「本件対象文書の内容と関わりのない情報」（平成２

４年４月４日付け防官文第４６３９号）として開示されなかった情報が

存在するなら，改めてその特定と開示・不開示の判断を求める。諮問庁

は，審査会から「諮問庁の説明は事実を隠ぺいしようとしたものと外部

から疑われても仕方のない不適切又は不十分なものであったと言わざる

を得ず，極めて遺憾である」（平成２２年度（行情）答申第７５号）と

批判されたことがあるように，不都合な事実を隠ぺいする危険がある。  

この点については，審査会において直接確認することを求める。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

これに該当する行政文書として「民間輸送力（船舶）の活用方法に関する

検討調査 調査研究報告書（２０１５年３月１３日。防衛省・統合幕僚監

部）」を特定した。 

本件開示請求に対しては，法１１条の規定を適用し，まず，平成２７年

５月１３日付け防官文第７８９９号により，特定した行政文書の表紙及び

目次（本件対象文書）について全部開示決定（原処分）を行った。 

本件異議申立ては，原処分に対してされたものである。 

２ 異議申立人の主張について 

（１）異議申立人は，「本件開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイル形

式以外の電磁的記録形式が存在すれば，それについても特定を求める」

として，処分庁が原処分における行政文書開示決定通知書においてＰＤ

Ｆファイル形式の電磁的記録を特定したかのように述べるが，法その他

の関係法令において，電磁的記録の記録形式を特定し，明示しなければ

ならないことを義務付けるような趣旨の規定はないことから，原処分に

おいて「ＰＤＦファイル形式」と電磁的記録の記録形式まで特定してお

らず，また原処分において特定した電磁的記録以外に本件開示請求に該

当する電磁的記録は保有していない。 

（２）異議申立人は，「本件開示決定通知からは不明である」として，本件

対象文書の履歴情報についても特定を求めるが，法その他の関係法令に

おいて，履歴情報を特定しなければならないことを義務付けるような趣

旨の規定はないことから，本件対象文書の履歴情報を特定することはし

ていない。 

（３）異議申立人は，「本件対象文書が当初のファイル形式を変換して複写

の交付が行われている場合，本件対象文書の内容が，交付された複写に

は欠落している可能性がある。」として，特定されたＰＤＦファイルが

本件対象文書の全ての内容を複写しているか確認を求めるが，上記（１）
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のとおり原処分においては，「ＰＤＦファイル形式」と電磁的記録の記

録形式まで特定しておらず，また，原処分において特定された本件対象

文書と開示を実施した文書の内容を改めて確認したところ，欠落してい

る部分はないことを確認しており，開示の実施は適切に行われている。 

（４）異議申立人は，「平成２４年４月４日付け防官文第４６３９号で示す

ような「本件対象文書の内容と関わりのない情報」との処分庁の勝手な

判断は，法に反する」として，本件対象文書の履歴情報等についても特

定し，開示・不開示の判断を求めるが，法その他の関係法令において，

履歴情報等についてまで特定し，開示・不開示を判断しなければならな

いような趣旨の規定はない。 

（５）以上のことから，異議申立人の主張にはいずれも理由がなく，原処分

を維持することが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

①平成２７年７月２９日 諮問の受理 

②同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③同年９月７日     異議申立人から意見書１ないし３を収受 

④平成２８年８月８日  審議 

⑤同年９月１日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，統合幕僚監部が発注した「民間輸送力（船舶）の活用

手法に関する検討調査」（以下「本件調査」という。）について，契約相

手方である部外業者が作成した調査研究報告書の表紙及び目次である。 

異議申立人は本件対象文書のＰＤＦファイル形式以外の電磁的記録の特

定等を求めており，諮問庁は原処分を適当としていることから，以下，本

件対象文書の特定の妥当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確

認させたところ，諮問庁は，本件対象文書は，本件調査を受注した部外

業者が作成し，紙及びＰＤＦファイル形式の電磁的記録により統合幕僚

監部に納入された報告書であり，防衛省において，ＰＤＦファイル形式

以外の電磁的記録は保有していないと説明する。 

（２）そこで検討すると，本件対象文書について，ＰＤＦファイル形式以外

の電磁的記録を保有していないとする上記（１）の諮問庁の説明に不自

然，不合理な点はなく，その他これを保有していることをうかがわせる

事情も存しないことから，防衛省において本件対象文書のＰＤＦファイ

ル形式以外の電磁的記録を保有しているとは認められない。 
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３ 異議申立人のその他の主張について 

  異議申立人のその他の主張は，いずれも当審査会の上記判断を左右する

ものではない。 

４ 本件開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特定

し，開示した決定については，防衛省において，本件対象文書の外に開示

請求の対象として特定すべき文書を保有しているとは認められないので，

本件対象文書を特定したことは，妥当であると判断した。  

（第４部会） 

委員 鈴木健太，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子 




